
 

 

第一六二回 

閣第七号 

   地域再生法案 

目次 

 第一章 総則（第一条―第三条） 

 第二章 地域再生基本方針（第四条） 

 第三章 地域再生計画の認定等（第五条―第十一条） 

 第四章 認定地域再生計画に基づく事業に対する特別の措置（第十二条―第十四条） 

 第五章 地域再生本部（第十五条―第二十四条） 

 附則 

   第一章 総則 

 （目的） 

第一条 この法律は、近年における急速な少子高齢化の進展、産業構造の変化等の社会

経済情勢の変化に対応して、地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域

経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の地域の活力の再生（以下「地域

再生」という。）を総合的かつ効果的に推進するため、その基本理念、政府による地

域再生基本方針の策定、地方公共団体による地域再生計画の作成及びその内閣総理大

臣による認定、当該認定を受けた地域再生計画に基づく事業に対する特別の措置並び

に地域再生本部の設置について定め、もって個性豊かで活力に満ちた地域社会を実現

し、国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与することを目的とする。 

 （基本理念） 

第二条 地域再生の推進は、地域における創意工夫を生かしつつ、潤いのある豊かな生

活環境を創造し、地域の住民が誇りと愛着を持つことのできる住みよい地域社会の実

現を図ることを基本とし、地域における地理的及び自然的特性、文化的所産並びに多

様な人材の創造力を最大限に活用した事業活動の活性化を図ることにより魅力ある就

業の機会を創出するとともに、地域の特性に応じた経済基盤の強化及び快適で魅力あ

る生活環境の整備を総合的かつ効果的に行うことを旨として、行われなければならな

い。 

 （国の責務） 

第三条 国は、前条に規定する基本理念にのっとり、地方公共団体の自主性及び自立性

を尊重しつつ、地域再生に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

   第二章 地域再生基本方針 

第四条 政府は、地域再生に関する施策の総合的かつ効果的な推進を図るための基本的

な方針（以下「地域再生基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 地域再生基本方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 地域再生の意義及び目標に関する事項 



 

 

 二 地域再生のために政府が実施すべき施策に関する基本的な方針 

 三 次条第一項に規定する地域再生計画の同条第四項の認定に関する基本的な事項 

 四 前各号に掲げるもののほか、地域再生の推進のために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、地域再生本部が作成した地域再生基本方針の案について閣議の決

定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、地域再

生基本方針を公表しなければならない。 

５ 政府は、情勢の推移により必要が生じたときは、地域再生基本方針を変更しなけれ

ばならない。 

６ 第三項及び第四項の規定は、前項の地域再生基本方針の変更について準用する。 

   第三章 地域再生計画の認定等 

 （地域再生計画の認定） 

第五条 地方公共団体（都道府県、市町村（特別区を含む。）又は地方自治法（昭和二

十二年法律第六十七号）第二百八十四条第一項の一部事務組合若しくは広域連合をい

い、港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）第四条第一項の規定による港務局を含

む。以下同じ。）は、地域再生基本方針に基づき、内閣府令で定めるところにより、

地域再生を図るための計画（以下「地域再生計画」という。）を作成し、内閣総理大

臣の認定を申請することができる。 

２ 地域再生計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

 一 地域再生計画の区域 

 二 地域再生計画の目標 

 三 前号の目標を達成するために行う事業に関する事項 

 四 計画期間 

 五 その他内閣府令で定める事項 

 六 前各号に掲げるもののほか、地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要

と認める事項 

３ 前項第三号に掲げる事項には、次に掲げる事項を記載することができる。 

 一 地域における雇用機会の創出その他地域再生に資する経済的社会的効果を及ぼす

ものとして内閣府令で定める事業であって株式会社により行われるものに関する事

項 

 二 地域における経済基盤の強化又は生活環境の整備のために行う次に掲げる事業に

関する事項 

  イ 地域における交通の円滑化及び産業の振興を図るために行われる道路、農道又

は林道の二以上を総合的に整備する事業 

  ロ 地域の人々の生活環境を改善するために行われる下水道、集落排水施設又は浄

化槽の二以上を総合的に整備する事業 



 

 

  ハ 地域における海上輸送及び水産業を通じて地域経済の振興を図るために行われ

る港湾施設及び漁港施設を総合的に整備する事業 

 三 地域における福祉、文化その他の地域再生に資する事業活動の基盤を充実するた

め、補助金等交付財産（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和三

十年法律第百七十九号）第二十二条に規定する財産をいう。）を当該補助金等交付

財産に充てられた補助金等（同法第二条第一項に規定する補助金等をいう。）の交

付の目的以外の目的に使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供すること

により行う事業に関する事項 

４ 内閣総理大臣は、第一項の規定による認定の申請があった地域再生計画が次に掲げ

る基準に適合すると認めるときは、その認定をするものとする。 

 一 地域再生基本方針に適合するものであること。 

 二 当該地域再生計画の実施が当該地域における地域再生の実現に相当程度寄与する

ものであると認められること。 

 三 円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。 

５ 内閣総理大臣は、前項の認定を行うに際し必要と認めるときは、地域再生本部に対

し、意見を求めることができる。 

６ 内閣総理大臣は、地域再生計画に第三項各号に掲げる事項が記載されている場合に

おいて、第四項の認定をしようとするときは、当該事項に係る関係行政機関の長（以

下単に「関係行政機関の長」という。）の同意を得なければならない。 

７ 内閣総理大臣は、第四項の認定をしたときは、遅滞なく、その旨を公示しなければ

ならない。 

 （認定に関する処理期間） 

第六条 内閣総理大臣は、前条第一項の規定による認定の申請を受理した日から三月以

内において速やかに、同条第四項の認定に関する処分を行わなければならない。 

２ 関係行政機関の長は、内閣総理大臣が前項の処理期間中に前条第四項の認定に関す

る処分を行うことができるよう、速やかに、同条第六項の同意について同意又は不同

意の旨を通知しなければならない。 

 （認定地域再生計画の変更） 

第七条 地方公共団体は、第五条第四項の認定を受けた地域再生計画（以下「認定地域

再生計画」という。）の変更（内閣府令で定める軽微な変更を除く。）をしようとす

るときは、内閣総理大臣の認定を受けなければならない。 

２ 第五条第四項から第七項まで及び前条の規定は、前項の認定地域再生計画の変更に

ついて準用する。 

 （報告の徴収） 

第八条 内閣総理大臣は、第五条第四項の認定（前条第一項の変更の認定を含む。）を

受けた地方公共団体（以下「認定地方公共団体」という。）に対し、認定地域再生計



 

 

画（認定地域再生計画の変更があったときは、その変更後のもの。以下同じ。）の実

施の状況について報告を求めることができる。 

２ 関係行政機関の長は、認定地域再生計画に第五条第三項各号に掲げる事項が記載さ

れている場合には、認定地方公共団体に対し、同項各号に規定する事業の実施の状況

について報告を求めることができる。 

 （措置の要求） 

第九条 内閣総理大臣又は関係行政機関の長は、認定地域再生計画に第五条第三項各号

に掲げる事項が記載されている場合において、同項各号に規定する事業の適正な実施

のため必要があると認めるときは、認定地方公共団体に対し、当該事業の実施に関し

必要な措置を講ずることを求めることができる。 

 （認定の取消し） 

第十条 内閣総理大臣は、認定地域再生計画が第五条第四項各号のいずれかに適合しな

くなったと認めるときは、その認定を取り消すことができる。この場合において、当

該認定地域再生計画に同条第三項各号に掲げる事項が記載されているときは、内閣総

理大臣は、あらかじめ、関係行政機関の長にその旨を通知しなければならない。 

２ 前項の通知を受けた関係行政機関の長は、同項の規定による認定の取消しに関し、

内閣総理大臣に意見を述べることができる。 

３ 前項に規定する場合のほか、関係行政機関の長は、認定地域再生計画に第五条第三

項各号に掲げる事項が記載されている場合には、第一項の規定による認定の取消しに

関し、内閣総理大臣に意見を述べることができる。 

４ 第五条第七項の規定は、第一項の規定による認定の取消しについて準用する。 

 （認定地方公共団体への援助等） 

第十一条 認定地方公共団体は、地域再生本部に対し、認定地域再生計画の実施を通じ

て得られた知見に基づき、当該認定地域再生計画の円滑かつ確実な実施が促進される

よう、政府の地域再生に関する施策の改善についての提案をすることができる。 

２ 地域再生本部は、前項の提案について検討を加え、遅滞なく、その結果を当該認定

地方公共団体に通知するとともに、インターネットの利用その他適切な方法により公

表しなければならない。 

３ 国は、認定地方公共団体に対し、当該認定地域再生計画の円滑かつ確実な実施に関

し必要な情報の提供、助言その他の援助を行うように努めなければならない。 

４ 前三項に定めるもののほか、国及び認定地方公共団体は、当該認定地域再生計画の

円滑かつ確実な実施が促進されるよう、相互に連携を図りながら協力しなければなら

ない。 

   第四章 認定地域再生計画に基づく事業に対する特別の措置 

 （課税の特例） 

第十二条 認定地域再生計画に記載されている第五条第三項第一号に規定する事業を行



 

 

う株式会社であって地域における雇用機会の創出に対する寄与の程度を考慮して内閣

府令で定める常時雇用する従業員の数その他の要件に該当するものとして内閣総理大

臣が指定するもの（以下この条において「特定地域再生事業会社」という。）により

発行される株式を払込みにより個人が取得した場合には、租税特別措置法（昭和三十

二年法律第二十六号）で定めるところにより、課税の特例の適用があるものとする。 

２ 内閣総理大臣は、特定地域再生事業会社が前項に規定する内閣府令で定める要件を

欠くに至ったと認めるときは、その指定を取り消すことができる。 

３ 特定地域再生事業会社の指定及びその取消しの手続に関し必要な事項は、内閣府令

で定める。 

 （地域再生基盤強化交付金の交付等） 

第十三条 国は、認定地方公共団体に対し、当該認定地方公共団体の認定地域再生計画

に第五条第三項第二号に掲げる事項が記載されている場合において、同号イ、ロ又は

ハに規定する事業に要する経費に充てるため、政令で定めるところにより、予算の範

囲内で、交付金を交付することができる。 

２ 前項の交付金（以下この条において「地域再生基盤強化交付金」という。）の種類

は、次の各号に掲げるとおりとし、それぞれ当該各号に定める施設の整備に充てられ

るものとする。 

 一 道整備交付金 道路、農道又は林道であって政令で定めるもの 

 二 汚水処理施設整備交付金 下水道、集落排水施設又は浄化槽であって政令で定め

るもの 

 三 港整備交付金 港湾施設又は漁港施設であって政令で定めるもの 

３ 地域再生基盤強化交付金を充てて行う施設の整備に要する費用については、道路法

（昭和二十七年法律第百八十号）、土地改良法（昭和二十四年法律第百九十五号）そ

の他の法令の規定に基づく国の負担又は補助は、当該規定にかかわらず、行わないも

のとする。 

４ 地域再生基盤強化交付金の交付の事務は、交付金の種類に応じ、政令で定める区分

に従って農林水産大臣、国土交通大臣又は環境大臣が行う。 

 （財産の処分の制限に係る承認の手続の特例） 

第十四条 認定地方公共団体が認定地域再生計画に基づき第五条第三項第三号に規定す

る事業を行う場合においては、当該認定地方公共団体がその認定を受けたことをもっ

て、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第二十二条に規定する各省各庁

の長の承認を受けたものとみなす。 

   第五章 地域再生本部 

 （設置） 

第十五条 地域再生に関する施策を総合的かつ効果的に推進するため、内閣に、地域再

生本部（以下「本部」という。）を置く。 



 

 

 （所掌事務） 

第十六条 本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 一 地域再生基本方針の案の作成に関すること。 

 二 認定の申請がなされた地域再生計画についての意見（第五条第五項の規定により

内閣総理大臣に対し述べる意見をいう。）に関すること。 

 三 認定地域再生計画の円滑かつ確実な実施のための施策の総合調整及び支援措置の

推進に関すること。 

 四 前二号に掲げるもののほか、地域再生基本方針に基づく施策の実施の推進に関す

ること。 

 五 前各号に掲げるもののほか、地域再生に関する施策で重要なものの企画及び立案

並びに総合調整に関すること。 

 （組織） 

第十七条 本部は、地域再生本部長、地域再生副本部長及び地域再生本部員をもって組

織する。 

 （地域再生本部長） 

第十八条 本部の長は、地域再生本部長（以下「本部長」という。）とし、内閣総理大

臣をもって充てる。 

２ 本部長は、本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

 （地域再生副本部長） 

第十九条 本部に、地域再生副本部長（以下「副本部長」という。）を置き、国務大臣

をもって充てる。 

２ 副本部長は、本部長の職務を助ける。 

 （地域再生本部員） 

第二十条 本部に、地域再生本部員（次項において「本部員」という。）を置く。 

２ 本部員は、本部長及び副本部長以外のすべての国務大臣をもって充てる。 

 （資料の提出その他の協力） 

第二十一条 本部は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、国の行

政機関、地方公共団体、独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三

号）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。）及び地方独立行政法人（地方独

立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法

人をいう。）の長並びに特殊法人（法律により直接に設立された法人又は特別の法律

により特別の設立行為をもって設立された法人であって、総務省設置法（平成十一年

法律第九十一号）第四条第十五号の規定の適用を受けるものをいう。）の代表者に対

して、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができる。 

２ 本部は、その所掌事務を遂行するため特に必要があると認めるときは、前項に規定

する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 



 

 

 （事務） 

第二十二条 本部に関する事務は、内閣官房において処理し、命を受けて内閣官房副長

官補が掌理する。 

 （主任の大臣） 

第二十三条 本部に係る事項については、内閣法（昭和二十二年法律第五号）にいう主

任の大臣は、内閣総理大臣とする。 

 （政令への委任） 

第二十四条 この法律に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、政令で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この法律は、平成十七年四月一日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後七年以内に、この法律の施行の状況について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 （内閣府設置法の一部改正） 

３ 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）の一部を次のように改正する。 

  第四条第三項第三号の二の次に次の一号を加える。 

  三の三 地域再生法（平成十七年法律第▼▼▼号）第五条第一項に規定する地域再

生計画の認定に関すること及び同法第十二条第一項に規定する特定地域再生事業

会社の指定に関すること並びに同法第十三条第一項の交付金を充てて行う事業に

関する関係行政機関の経費の配分計画に関すること。 



 

 

     理 由 

 近年における急速な少子高齢化の進展、産業構造の変化等の社会経済情勢の変化に対

応して、地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域経済の活性化、地域に

おける雇用機会の創出その他の地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、

その基本理念、政府による地域再生基本方針の策定、地方公共団体による地域再生計画

の作成及びその内閣総理大臣による認定、当該認定を受けた地域再生計画に基づく事業

に対する特別の措置並びに地域再生本部の設置について定める必要がある。これが、こ

の法律案を提出する理由である。 

 


